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平成１８年３月期    第１四半期業績の概況       平成 17年 8月 12日 

 

上場会社名 株式会社 錢 高 組              （コード番号：1811 大証第１部） 
（ＵＲＬ http://www.zenitaka.co.jp/）           

代 表 者 代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長  銭高 善雄 

問 合 せ 先 責 任 者 執行役員総合支援本部総務部長  今若 裕三   （ＴＥＬ(06)6531-6431） 
 
 

１．平成 18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 

（１）連結業績予想       （注）百万円未満切捨表示 

 売 上 高 

18 年 3 月期予想     175,180 百万円    2.2％ 

17 年 3 月期実績     171,327 百万円    3.0％ 

（注） パーセント表示は、前年同期比増減率 
 
 

（２）個別業績予想 

 売 上 高 受 注 高 

18 年 3 月期予想     175,000 百万円 △02.3％     190,000 百万円 △28.6％ 

17 年 3 月期実績     171,145 百万円    3.0％     147,782     △6.6％ 

（注） パーセント表示は、前年同期比増減率 
 

［連結・個別業績予想に関する定性的情報等］ 

 

平成 17 年 5 月 20 日に公表した業績予想等について、特に変更はありません。 
 
 
 

２．平成 18 年 3 月期第 1四半期業績の概況（平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 6 月 30 日） 

 

（１）個別受注実績 

 受 注 高 

18 年 3 月期第 1四半期      15,743 百万円 △55.5％ 

17 年 3 月期第 1四半期      35,350    14.6％ 

（注） ①受注高は、当該四半期までの累計額 

  ②パーセント表示は、前年同四半期比増減率 
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（参考）受注実績内訳                              （単位：百万円） 

区   分 
平成 18 年 3 月期 

第 1 四半期 

平成 17 年 3 月期 

第 1 四半期 
比較増減 増 減 率 

国内官公庁 338 (   2.2％) 1,943 (   5.5％) △ 1,605 △ 82.6％ 

国 内 民 間 10,238 (  65.0  ) 26,652 (  75.4  ) △16,413 △ 61.6  

海 外 85 (   0.5  ) 163 (   0.5  ) △    77 △ 47.2  

建

築 

計 10,662 (  67.7  ) 28,759 (  81.4  ) △18,096 △ 62.9  

国内官公庁 2,672 (  17.0  ) 4,422 (  12.5  ) △ 1,749 △ 39.6  

国 内 民 間 2,408 (  15.3  ) 2,168 (   6.1  ) 240 11.1  

海 外 - (     -  ) 1 (   0.0  ) △     1 △100.0   

土

木 

計 5,080 (  32.3  ) 6,591 (  18.6  ) △ 1,510 △ 22.9  

国内官公庁 3,010 (  19.2  ) 6,365 (  18.0  ) △ 3,354 △ 52.7  

国 内 民 間 12,646 (  80.3  ) 28,820 (  81.5  ) △16,173 △ 56.1  

海 外 85 (   0.5  ) 164 (   0.5  ) △    78 △ 47.6  

建 

 

設 

 

事 

 

業 

合

計 

計 15,743 ( 100.0  ) 35,350 ( 100.0  ) △19,606 △ 55.5  

不動産事業等 - (     -  ) - (     -  ) - -  

合    計 15,743 ( 100.0  ) 35,350 ( 100.0  ) △19,606 △ 55.5  

（注）（ ）内のパーセント表示は、構成比率 
 
 

［個別受注実績に関する定性的情報等］ 

 

当該四半期の個別受注実績は、前年同四半期比 55.5%減の 15,743 百万円となりました。その内訳は、

建築工事が前年同四半期比 62.9%減の 10,662 百万円、土木工事が前年同四半期比 22.9%減の 5,080 百万

円であります。 
 
 
 

（２）当該四半期において企業集団の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えた事象 

 

   該当する事象は特に発生しておりません。                        
 
 
 
 

以 上 


